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イトーキと松尾研究所、ABW オフィスにおける 

移動の目的と生産性の関係を職種別に分析 

-会議に伴う受け身の移動ではなく、 

能動的な場所選択が生産性向上に寄与する可能性を人工知能学会で発表- 

 

 

 株式会社イトーキ（本社：東京都中央区、代表取締役社長：湊 宏司、以下「当社」）は、

株式会社松尾研究所（本社：東京都文京区、代表取締役：川上 登福、以下「松尾研究所」）

と共同で、ABW（Activity-Based Working：アクティビティ・ベースド・ワーキング）    

オフィスにおける従業員の移動・滞在行動と生産性関連指標の関係を職種別に分析した 

研究成果を、2026 年度 人工知能学会全国大会（JSAI 2026）にて発表しました。 

 

 本研究では、2025 年 12 月の 1 か月間、当社本社オフィスに勤務する従業員 945 名の  

位置情報データや会議予約データをもとに、移動の質と生産性の相関を分析しました。   

その結果、会議などに伴う受け身の移動と、業務に応じた能動的な場所選択を区別して  

捉えることが、ABW オフィスの運用設計において重要である可能性が示されました。 

 

 

 

 

 

 

 



共同研究の背景 

 近年、労働力人口の減少や人材獲得競争を背景に、企業には生産性の向上や従業員   

エンゲージメントの向上がより強く求められています。また、ハイブリッドワークの定着に

より、働く場所や働き方が多様化する中で、「何が生産性を高めるのか」は企業や組織、 

職種によって異なり、その全体像を捉えることが難しくなっています。 

 

 さらに、オフィス内のセンシング技術や分析技術の進展により、オフィスレイアウト  

データやオフィス内の行動データ、組織のコンディションデータなど、働く環境に関する 

データを多面的に取得・分析できるようになっています。一方で、これらのデータを生産性

や組織成果との関係でどのように読み解き、オフィス運用の改善につなげるかは、企業に 

とって新たな課題となっています。 

 

 こうした課題に対し、当社が持つオフィスづくりや働き方データの知見と、松尾研究所が

持つ AI・データ分析の知見を組み合わせることで、働く環境と生産性の関係をより客観的 

に捉えることを目指し、2025 年より共同研究を開始しました。 

 

 本共同研究では、「オフィスにおけるマルチモーダルデータ活用による生産性評価研究」

を進めています。その目的は、「生産性の定義と向上に寄与する行動・環境モデルの構築」 

と「生産性の客観的な計測・検証手法の確立」です。 

 

 当社は、オフィスづくりを手がける企業として、オフィスが単なる執務場所ではなく、 

働く人の生産性や創造性、組織の成果を高める場であると考えています。現在、本研究で  

得られた知見も活かしながら、働く環境を継続的に改善し、オフィス 「運用」を進化させる 

取り組みを強化しています。 

 

 

ABW オフィス研究の目的 

 

 



 当社が 2019 年より本格的に運用ならびに提案を開始した ABW は、「高集中」「対話」 

「情報整理」など、業務内容に応じて働く場所を選択するオフィス運用のひとつです。   

固定席にとらわれず、目的に応じて場所を選べる点は、柔軟な働き方や空間資源の有効活用

につながります。一方で、頻繁な移動や中断が、業務内容によっては負担となる可能性も 

あります。 

 

 これまでの ABW に関する研究では、導入前後の満足度や主観的な生産性評価を扱うもの

が中心でした。日々のオフィス内の位置情報データや会議予約データと成果指標を結び 

つけ、さらに職種別に比較する研究は限定的でした。 

 

 今回の研究では、ABW やフリーアドレスの運用において、職種や業務特性に応じた 

オフィス運用設計に向けた示唆を得ることを目的としています。 

 

 ABW オフィス研究の概要 

 

ある従業員の 1 日分の位置情報データの例。左は滞在と移動を示すマップ、右は滞在時間のグラフ。 

 

 

 本研究では、2025 年 12 月の 1 か月間、当社の本社オフィスに勤務する従業員 945 名を

対象に BLE ビーコンを活用し、オフィス内の移動・滞在データを取得しました。実験期間

中は通常通りに業務を遂行し、取得したデータは匿名化したうえで、従業員ごとの行動指標 

を算出しました。 

 

分析に用いた主な行動指標は以下の 4 つです。 

 

・一日の移動回数 

・移動距離 

・能動的移動回数 

・滞在場所の偏り 

 



また、生産性関連指標としては、アンケートによる個人の主観評価から得た、ビジネス・  

ワーク・ライフスタイルの情報をもとに、個人のソーシャル・メンタル・フィジカル 

コンディションを算出し、職場における生産性を定量的に評価する指標です。 

 

 職種は、 「設計・開発・企画（集中型）」、 「営業・サービス（非定型）」、 「管理（定型業務）」 

の 3 分類に整理しました。そのうえで、行動指標と生産性関連指標との関係を職種別に 

分析しました。 

 

 なお、スケジュール上の会議予約データを活用し、会議の時間帯と重複しない移動を 

「能動的移動」と定義しました。これにより、会議など予定に伴う移動と、自らの業務に  

応じて場所を選択する移動を区別し、ABW 本来の「能動的な場所選択」を評価することを 

試みています。 

 

 ABW オフィス研究の結果 

 

 

・管理業務の移動の多さは生産性を下げる 

分析の結果、勤務時間内の移動回数については、管理（定型業務）で生産性関連指標と

の負の関連が確認されました。一方、設計・開発・企画（集中型）および営業・サービス

（非定型）では、明確な関連は確認されませんでした。 

 

これは、管理業務において移動による業務の中断や、集中を戻すための負荷が生じ、 

生産性に影響する可能性を示唆しています。 



・オフィスの移動距離が長い人ほど生産性が上がる 

移動頻度と移動距離をもとにした 4 群比較では、長距離移動群の生産性関連指標が   

短距離移動群より高い結果となりました。長距離移動は、異なる部門との連携や行動量を 

反映している可能性があります。オフィスが広い環境では、移動距離が部門間連携の代理 

指標となり得ることが示唆されました。 

 

・能動的な移動は生産性を上げる 

 会議の時間帯と重複しない移動を「能動的移動」として分析した結果、営業・サービス 

（非定型）および管理（定型業務）では、生産性関連指標との正の関連が確認されました。 

 

移動全体では負の関連が見られる一方、能動的移動では正の関連が見られました。この

ことから、会議などの予定に伴う受け身の移動・中断が、生産性と負の関連を持つ主要因

である可能性が示されました。 

 

・生産性向上には、オフィスでの「能動的」な動きが重要 

一方、特定の場所にどの程度滞在が集中しているかを示す「滞在場所の偏り」については、

いずれの職種においても生産性関連指標との明確な関連は確認されませんでした。   

この結果から、ABW オフィスの運用においては、「どこに偏って居るか」よりも、     

「どのように動くか」、すなわち移動の頻度・距離や能動性に着目することの重要性が示 

されました。 

 

・一律的な移動や出社はマイナス影響の可能性 

 これらの結果は、ABW やフリーアドレスの運用において、一律に「移動を促す」「出社を

促す」のではなく、会議に伴う受け身の移動・中断を抑えながら、業務に応じた能動的な 

場所選択を促す運用設計が重要であることを示すものです。 

 

 総務部門やファシリティ管理部門にとっては、座席数や出社率だけでなく、会議室の配置

や運用、導線、部門間連携、職種別の働き方に応じたゾーニングを、このようなデータに 

基づいて見直すための示唆となります。 

 

今後の共同研究に向けて 

 

 当社は、オフィス内の各データを組み合わせ、働く環境・働き方・働く人の生産性との  

関係を多面的に分析する取り組みを進めています。オフィスは 「構築して終わり」ではなく、

実利用データに基づいて継続的に改善することで、働く環境の課題を把握し、「働き方」の 

高度化につなげることができます。 

 

 今後は、今回の研究成果を共同研究全体の知見として発展させ、日々の業務成果やコンデ

ィションの変化、会議量、業務内容、組織状態などの要因も含めた分析へ拡張していきます。 

 



 また、当社が推進する Office3.0 領域において、オフィスデータ分析サービス「Data 

Trekking」や「ITOKI OFFICE AI AGENTS」などと接続し、オフィス運用の自動改善・  

推奨に向けた研究基盤として発展させていきます。すでに本研究の分析システムや分析  

プログラムの特許出願や共同研究の知見を活かした提案も開始しており、企業の人的資本 

経営やオフィス投資の効果検証に資するワークプレイスづくりを推進してまいります。 

 

発表概要 

 

発表タイトル：ABW オフィスにおける能動的移動を含むビーコン行動指標と生産性の     

職種別分析 

英語タイトル：Occupational Differences in the Association Between Beacon-Derived 

Mobility Metrics, Including Active Mobility, and Productivity in an ABW 
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発表学会    ：2026 年度 人工知能学会全国大会（JSAI 2026） 

発表日時  ：2026 年 6 月 8 日 
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発表者   ：松尾研究所（王 馳景・大西 直）、 

株式会社イトーキ（三井 琳子・千葉 直樹・石黒 凜） 

 

■ご参考 

・位置情報提供サービス「Workers Trail」 

https://www.itoki.jp/special/data-trekking/workers-trail/index.html 

 

・組織サーベイサービス「Condition Lens」 

https://www.itoki.jp/special/data-trekking/condition-lens/index.html 

 

・生産性を AI で可視化、イトーキ×松尾研究所が生産性の共同研究を開始 

https://www.itoki.jp/company/news/2025/0729_ai/ 

 

■備考 

・本研究は個人間差の分析であり、因果関係を直接示すものではありません。今後は、介入

実験による因果推論や、実験期間中の生産性指標の変化を踏まえた分析など、さらなる検証 

を進めていきます。 

 

・オプトイン後、収集された個人情報は安全管理対策のために暗号化して保存を行って   

います。また分析の際に、すべて別の仮名 ID に変換を行い、個人が特定できない形で 

データを取り扱っています。 

 

 

 



■イトーキのワークプレイス事業について 

 

 株式会社イトーキは 1890 年創業。ミッションステートメントに『明日の「働く」を、  

デザインする。』を掲げ、オフィス家具の製造販売、オフィス空間デザイン、働き方コンサル

ティング、オフィスデータ分析サービスのほか、在宅ワークや家庭学習用家具、公共施設や

物流施設向け機器など、”AI×Design based on PEOPLE”を強みに、さまざまな「空間」 

「環境」「場」づくりをサポートしています。 

 

 ハイブリッドワークが普及し働く場所や働き方の多様化が進むなか、生産性や創造性を

高める空間 DX、最適なオフィス運用を伴走型で支援するコンサルティングサービスなども

展開。外部デザイナーやパートナー企業との協業も積極的に行い、これからの新しいワーク 

スタイルとワークプレイスを提案しています。 

 

 

 

【本件に関する報道関係者からのお問い合わせ先】 

株式会社イトーキ コーポレートコミュニケーション本部 広報課 井澤 

TEL : 03-6910-3910 MAIL : itk-pr＠itoki.jp 

 

【本件に関する IR のお問い合わせ先】 

株式会社イトーキ コーポレートコミュニケーション本部 IR･SR 部 木塲 

TEL : 03-6910-3910  MAIL : itk-ir@itoki.jp 

 

以上 

 


